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持ちうるすべての力を結集し、
大胆な変革に挑みます。
市場は人により生み出され、常に進化を続けていくもの。
目まぐるしく移り変わるその景色を見据え、
ともに変わっていくことが、次の世代へとつながる鍵。
慣習、既成概念、先入観を脱ぎ捨て、大胆に私たちは挑みます。
今こそひとつになって、変革への一歩を踏み出します。

4,476億円

4,800億円
5,000億円

経 常 利 益 129億円 143億円 150億円

売　上　高

2016年度（実績）

（計画）

（計画）

2017年度

2018年度
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モノづくりを支える生産財と、
快適な生活空間を提供する消費財をダブルウィングとする
商社 山善の新社長に今年4月1日、長尾雄次が就任。
3カ年中期経営計画「ONEXT YAMAZEN 2018」の
2期目となる2018年3月期は、新経営体制でのスタートとなりました。
今後の経営方針や経営への思いなど、
代表取締役社長 長尾雄次が語ります。

代表取締役社長

社長に就任して

まずは、日頃より格別のご高配を賜っております皆様

に、心より厚く御礼申し上げます。

就任してまだ少しですが、諸先輩が築いた山善の価値

をしっかり受け継ぎながら、顧客目線で現場力を鍛え、何

事にも積極的にスピーディーに取り組む社風を伸ばした

いと思います。

当社を取り巻く経営環境は、予断を許さない国際情勢

など懸念はあるものの、足下の状況は決して悪くはない

と判断しています。生産財市場は国の補助事業のタイミ

ングに連動し、需要の波に変動がありますが、全体とし

ては上向いています。消費財市場も、今年度は大手小売

業57社中8割が増益予想、3社に1社が最高益と予想し

ているように、健康・安全などを切り口とした「少し高め」

の消費が伸びる環境にあります。GDP成長率のカギを

握る住宅投資も、リフォーム、リノベーションのニーズが

将来にわたって拡がります。

ただ、人手不足等々の問題もあり、絵に描いたように

はいかない現実を的確に捉えることが欠かせません。専

門商社の視点でマクロと現場の双方を見据えて、その

ギャップをいち早く読み取り、お取引先様に現実的なベ

ストの提案をすることが大切です。

　このような情勢下、当社グループは、創立70年の節目

の年として、3ヵ年中期経営計画「ONEXT YAMAZEN 

2018」の方針に基づき、新たな成長戦略を描き企業価

値の一層の向上に取り組んでまいりました。生産財事業

では、世界のマーケットがボーダレス化するなかで、市場

のニーズを的確に取り込み、収益力の向上につなげるた

めに、国内事業と海外事業を一本化する組織再編を行

いました。家庭機器事業では、多品種・小ロット出荷の機

能を強化し、高速物流に対応しながら、物流コスト増の抑

制を実現させるため、当社では国内最大となる物流拠点

（単位:百万円）

2016年度（第71期） 2017年度（第72期） 2018年度（第73期）

実績 計画 計画

売 上 高 447,698 480,000 500,000

営 業 利 益 13,113 14,000 14,700

経 常 利 益 12,931 14,300 15,000

親会社株主に帰属する当期純利益 8,518 9,300 10,000

2016年度（第71期） 2017年度（第72期） 2018年度（第73期）

実績 計画 計画

総 資 産 営 業 利 益 率 6.1 % 6.4 % 6.5 %

総 資 本 回 転 率 2.09 回 2.16 回 2.17 回

キャッシュ・フロー・マージン 率 2.5 % 3.3 % 3.5 %

「ONEXT YAMAZEN 2018（ワンネクスト ヤマゼン 2018）」3カ年定量計画（連結）

● 損益計画

● 主要財務指標

President, CEO & COO
Yuji NAGAO

我々は「変化対応業」、
進取の気性を持つ山善に

トップメッセージTop Message
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中期経営計画

そのように考え、当社はタテ軸の各事業部（機械・機

工・住建・家庭機器）それぞれで機能武装を図り、一方で

ヨコ軸（国内外10の営業本部）はエリア特性に沿った事

業提案を深めるという取り組みを、お取引先様と一緒に

進めます。タテ・ヨコの相乗作用で、より「お役に立てる」

ようにします。単に会社や組織というような器を作るの

ではなく、それぞれの事業を造り込みます。

そこには、人間力も欠かせません。利益は「人間力+

お役立ち料」と申し上げたように、「人」が重要です。自

ら進んで切拓いていける人材、変化に気づいて手の打

てる人材が求められます。進取の気運が「人」から失わ

れていくようだと、変化対応業として実りません。

「ロジス関東（群馬県伊勢崎市）」を稼働させました。以

上 の 結 果、売 上 高 は447,698百 万 円（ 前 期 比0.0%

減）、営業利益は13,113百万円（同、1.1%減）、経常利

益は12,931百万円（同、4.2%減）、親会社株主に帰属

する当期純利益は8,518百万円（同、7.3%減）となりま

した。

変化対応業として

変化に対応することは、業種を問わずあらゆる企業の

常なる課題です。当社を簡単に紹介すれば、生産財と消

費財の専門商社と言えますが、単にモノを右から左へ販

売するだけでは十分にお役に立てません。当社は「変化

対応業」の看板を高く掲げて、変化に対応し、お役に立

てる企業として進化すべきです。

私は常々、企業の利益は「人間力+お役立ち料」だと

考えています。変化に対応したスピード感のある仕事と

提案を実践し、お取引先様はもとより、世の中のお役に

立つことが大事なわけです。

2016.4 – 2019.3

売上高5,000億円超えへ

まず専門商社として一歩上を目指すためには、5,000

億円は当たり前、生意気なようですがそう捉えるべきだ

と思っています。また実際、達成できる数字だと思いま

す。この4月、96名が新たに入社し、当社グループ社員

は3,000名※を超えました。うち海外スタッフが1/3を占

めますが、そのなかから現地マネージメントを任せられる

スタッフも育ってきました。

いま国内の状況は決して悪くはありませんが、海外は

さらに期待できるし、今や旺盛な海外需要は国内産業界

を広く潤す環境にもあり、ビジネスとして絡むことが増え

ています。

各事業の機能強化を進めるうえで、M&Aを通じ外部

資源を活用することは引き続き考えます。ただ、単に事

業規模を広げるためだけのM&Aは行ないません。既存

事業との間でシナジー効果が出るようでないと意味があ

りません。目標の5,000億円はM&Aありきではなく、あ

くまでグループ3,000名の社員の力でチャレンジするも

のです。

　また、5,000億円という目標について、仕入れ効果等の

スケールメリットをどう見るのかと聞かれることもあります

が、誤解を恐れずに言及しますと、もう、そういうレベルは

超えたと感じます。規模の直接メリットではなく、機能と

ネットワークをボーダレス化する世界のなかで充実させ、

商社としての提案をもう一段進化させることこそ重要であ

り、そのための象徴的なステップが5,000億円超えです。

次世代と不易流行

これからは、仕入先と一緒になってIoT時代に合致する

商品開発も更に進めていきたいと思います。社内新組織と

してスマート・ファクトリー・ソリューション営業本部を

この4月に新設しました。エンジニアリング機能を強化し、

ソフト面での提案も深めていきます。

他方、前述の人間力で、AIやロボットではできないビジネ

スを忘れずに進めたいと考えています。人工知能がやがて

代替できるであろう「定型フォーム的」な仕事ではなく、人

の機微が分かり、琴線に触れ、喜びを分かち合える人間く

さい仕事です。そういう意味で、変化すべきものと変えて

はならないものが同居する「不易流行の経営」を目指すこ

とになります。私は「展示即売会どてらい市こそ、不易流行

の精神そのものだ」と思っています。この精神が今後も当

社のベースになります。

今後は、創立70周年の節目の年として、これまでの歴

史に学び、当社が大切にしてきた価値をしっかりと引き

継ぎながら、グループ3,000名の社員の力で中期経営

計画「ONEXT YAMAZEN 2018」の最終目標にチャ

レンジしていきます。

皆様には、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。
5,000億円へ向けた収益基盤構築 「ONEXT YAMAZEN 2018」重点戦略分野（取り組み）

各事業部の中期計画をベースに3つの指針と10の取り組みテーマに
重点投資し、競争優位性のある事業基盤を築きます。

ひとつになって、この先へ。

IT基盤の整備

営業力の
更なる強化

生産性の向上

次世代に向けた
人材育成

海外展開の
更なる拡大

物流
イノベーション

Next 1(one) Next 2 (two)

Next 3 (three)

Next 1-
Next 2-

Next 2-

Next 3-

Next 3-

Next 3-

Next 1-

Next 1-

Next 1-

Next 1-

1 1

2

1

2

3

2

3

4

5

生産性の向上 海外展開の拡大

次世代に向けた人材育成

エンジニアリング機能
の強化

グローバル・
マーケティングの推進

eビジネスの更なる強化
（国内外）

グローバル・サプライ
チェーンの構築

人材教育プランの策定

中途採用／
有資格者採用の推進

女性管理職の育成

物流イノベーション
の継続

ワークスタイル改革

環境負荷の低減

トップメッセージTop Message

変化すべきものと
変えてはならない
ものが同居する

「不易流行の経営」
を目指して

※4月現在。非連結子会社含む。
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住宅機器の商品ＰＲカー内部（1965年頃）

当社は世の中の変化に対応する”変化対応業”です。現在ではモノづくりを支える「生産財」と、
快適な生活空間を提供する「消費財」を取り扱うダブルウィングの専門商社としてビジネスを展開しています。

家庭機器事業部オリジナル商品カタログ（1998年頃）

1947 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1990 19951985 2000 2005 2010 2015 20171980

1947
47 49 50 51 53 55 57 58 60 61 62 63 64 65 66 71 7270 73 74 75 78 79 86 90 91 92 93 95 96 97 99 00 02 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

「生産財」と「消費財」のダブルウィング
2017年3月期売上高構成比

1947年機械工具商として創立

工具部門の取扱商品（1955年頃のカタログ）●戦後復興により取扱品目が増大
●「営業部」から「機械部（現・機械事業部）」、「機工部（ 現・機工事業部）」、「機材部」へ
と商品別の部門編成に

●「営業部」として、戦後の復旧・復興に
必要な商品を中心に販売

機械部（現・機械事業部）誕生 機工部（現・機工事業部）誕生

●1950年代、戦後復興のため、上下水道の整備
事業が盛んに。水道機材・関連工具等の資材を
取り扱うも、採算がとれず一時縮小
●1965年、文化的な機器を販売する部門とし
て、文器部（現：住建事業部）が誕生

文器部（現・住建事業部）誕生

●全国各地にホームセンターが出現。工具部門
の販売ルート拡大を模索するなかで、1975年
「特販係」が発足
●1978年「家庭機器課」が設置され、1981年
「家庭機器部（現：家庭機器事業部）」が誕生

家庭機器課（現・家庭機器事業部）誕生

50th10th 20th 30th 40th 60th 70th

生
産
財
関
連
事
業

創立期 成長期 発展期 躍動期 苦難～再建～        転換期 新創業期 革新期

消
費
財
関
連
事
業

消
費
財
関
連

事
業 生

産

財
関
連
事
業

機械事業部

機工事業部

住建事業部

家庭機器
事業部 29.8%

海外
11.9%

海外
3.9%

システムエンジニアリング部

4.0%

33.7%

13.0%

17.7%

※

山善、事業拡大の軌跡Achievements to Date

※6ヶ月の短縮決算。7 8



製造業

「生産財」と「消費財」のダブルウィングの専門商社として、市場のニーズを的確に捉えた商品やサービスを提供して

います。

ビルダー
工務店

工作機械販売店
機械工具商
地域ディーラー　
など

輸出 海外現地法人
海外
製造業

施工主

一般
消費者

住宅設備機器販売店
地域ディーラー　など

ホームセンター、家電量販店
GMS、通販　など

仕 入 先 エンドユーザー販 売 先

 工場用設備・
機器、工具など

厨房・空調機器、
太陽光発電など 

 家具・家電、
レジャー用品など

メーカー

メーカー

メーカー

　など

eコマース/B to B

など

消費財

生産財

機械事業部

機工事業部

住建事業部

家庭機器
事業部

eコマース/B to C

組織図・ビジネスモデルOrganization Chart・Business Model Introduction

機
工
事
業
部

住
建
事
業
部

生産財 消費財

機
械
事
業
部

取締役会

組織図 ビジネスモデル

生産財戦略統括部

生産財統括

USA営業本部

台湾営業本部

中国営業本部

アセアン営業本部

大阪営業本部

東日本営業本部

名古屋営業本部

九州営業本部

広島営業本部

スマート・ファクトリー・
ソリューション営業本部

家
庭
機
器
事
業
部
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山善グローバルネットワークGlobal Network

世界をつなぐ、山善のグローバル
ネットワーク
日本、米国、欧州、アジアとグローバルな体制のもと、国内54カ所、
海外68カ所のサービス拠点を展開。
日本と海外の双方向ビジネスを強力にサポートしています。 54 拠点

国内

セールスプロモーション、イベント、PR、メディア広告、マーケティング、
コンサルティング、損害保険・生命保険（代理店）等

産業用の自動化・省力化設備の設計、製造

「日本物流新聞」及び各企業情報誌、会社ガイド、カタログ、記念誌等の編集・制作・印
刷事業、各種専門展示会、セミナーの企画・支援、マーケティング&リサーチ事業

物流業

工作機械・産業機械・FAシステム・物流機器・環境機器・建設機材・
その他消耗工具類の販売及び修理

旅行業

工場用MRO商品の電子調達ポータルサイト
「PROCUEbyNET」の運営

グループ会社

営業本部 海外拠点

営業本部 海外拠点

営業本部 海外拠点

68拠点
海外

JAPAN

※4月現在。非連結子会社含む。

従業員数約3,000名のうち、海外スタッフは1,000名超

約3,000名

海
外

国

内

海外スタッフ

1,000名超
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生
産

財
関
連
事
業

■機械事業部  ■機工事業部

67.5％

29.8％

11.9％

33.7％

4.0％

合 計
海外

3.9％
海外

システムエンジニアリング部

世界最大級の工作機械見本市
『IMTS2016』に出展

2016年9月、世界最大級の工作機械見本市『IMTS2016』
が米国シカゴで開催され、当社の米国現地法人「Yamazen, 
Inc.」が出展しました。工作機械メーカーが集まる南館に約
930㎡のブースを確保し、日本製工作機械やロボットなど自
動化機器を出品、加工実演しました。

BCPのワンストップ・サービス『BCP.ERS』
BCP策定からBCP対策まで包括的にサポート
中小企業を対象に、BCP策定コンサルティングから設備機器や備
蓄品等の導入に至るまでワンストップでサポートするサービス

『BCP.ERS（ビーシーパース）』を全国で展開し、BCPに関する各
種セミナーを主要都市（東京、名古屋、大阪、福岡など）で開催する
などサービスの普及を目指してまいりました。

生産財関連事業

高い専門性が求められる
国内外の“モノづくり”の現場で、
高付加価値の提案営業を
推進しています。

生産現場の
総合システムプロデューサーとして、
クライアント企業にとっての
オンリーワンを目指します。

第71期生産財関連事業（機械事業部、機工事業部）の概況

加工材料の変化や多品種少ロット生産、自動化、高速・高精度化、コストダ
ウンや環境対応などにより、近年、機械加工に求められる要望はますます
複雑化の一途を辿っています。
生産財分野のフロンティアとして、あらゆる製造・生産シーンでのニーズに
対応し、エンジニアリング機能の充実や、国内外トップメーカーとのコラボ
レーションなどによって、最先端のハード&ソフトを提供し、生産現場の問
題解決に取り組んでいます。

調達から環境まで、生産現場の多種多様なニーズに対応するため、幅広い
品揃えと高度な専門性を兼ね備えたSCM（サプライチェーンマネジメン
ト）構築に努めています。MD（マーチャンダイジング）・エンジニアリング・
部材供給加工機能などの専門性を高めると同時に、購買方法の多様化に
対応し、プロキュバイネット（工場用MRO※商品の調達支援サイト）による
電子調達基盤の提供も行っています。

（国内）
国内機械事業では、政府の経済政策の効果は限定的なものとなり、政府支援策を待って投資を先送りする傾向がみられました。
また、世界の政治・経済の先行き不透明感を背景に、特に中小規模のユーザーでは設備投資に慎重になる傾向が目立ち、工作機
械の販売は前期に比べ減少しました。
国内機工事業では、年度の前半は円高の進行に加えて、中国経済の停滞への懸念から販売が伸び悩みましたが、後半からはア
ジアでの需要回復や半導体関連の需要が伸長したことから、工作機器、測定機器、また補要工具や切削工具等の出荷が緩やか
ながらも上向きに推移し、とりわけ鉄骨・鍛圧機器は前期を大きく上回る受注となりました。

（海外）
海外においては、米国市場は、航空機関連産業や自動車関連産業向けの受注が堅調に推
移しました。中国市場においては、年度の後半からEMS向け工作機械の需要が伸長した
ものの、景気の減速が続いたことから全体的には大きく落ち込みました。ASEAN市場に
おいては、タイ、インドネシアは横ばいで推移しましたが、フィリピンやベトナムでは日系
企業等からの受注増により好調に推移しました。その結果、生産財関連事業の売上高は
302,187百万円（前期比1.9%減）となりました。

機械事業部 機工事業部
Machine Tools Industrial Tools & 

Equipment

工作機械、鍛圧・板金機械、CAD／CAM、工作機械周辺機器等の販売、輸出入、海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国間取引
マテハン、メカトロ、環境改善機器、切削工具、補要工具、作業工具、電動工具、測定・計測機器、流体機器、産業機器、鉄骨加工機械、
空調設備機器等の販売、輸出入、海外調達・生産工場の海外移転支援及び三国間取引/工場生産設備並びにシステムのトータル
プランニング及び製品部材調達とその販売

80,121 2.0 3.0
11.9 8.0

133,358
53,129 17,580

TOPICS TOPICS

売上高 売上高

売上高 売上高

海 外 海 外

国 内 国 内百万円 %DOWN %UP

%DOWN %DOWN

百万円

百万円 百万円

前期比 前期比

前期比 前期比

事業内容 事業内容

事業紹介Business Overview

第70期
2016.3

第71期
2017.3

売上高の推移（百万円）

81,746 80,121

60,291
53,129

国内 海外

第70期
2016.3

第71期
2017.3

売上高の推移（百万円）

129,456 133,358

19,108 17,580

国内 海外

※MRO…Maintenance Repair and Operationsの略。
一般的に工場・プラントその他生産現場で使われる副資材全般。

売上高構成比
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第71期住建事業の概況 第71期家庭機器事業の概況

リフォーム・リノベーション市場が低調となりましたが、堅調な新設住宅着工戸数の推移を背
景に、浴室機器や衛生機器等の水廻り商品の販売が増加しました。また、太陽光発電システ
ムの販売は減少しましたが、空調機器を中心とした省エネ機器更新の提案受注を強化した
結果、住建事業部の売上高は58,171百万円（前期比3.1%増）となりました。

夏物季節商品（扇風機・レジャー用品）の出荷は年度の初めは好調に推移したものの、その後
の首都圏での台風などの天候不順の影響で、厳しい商戦となりました。冬物季節商品（暖房
機器等）も暖冬の影響で出荷の伸びに勢いを欠きましたが、家事家電や健康機器等での新
商品の投入効果、また販路の拡大等により、全体を押し上げました。その結果、家庭機器事
業部の売上高は79,151百万円（前期比5.3%増）となりました。

消
費
財
関
連

事
業

13.0％

■住建事業部

消
費
財
関
連

事
業

17.7％

■家庭機器事業部

2017神戸リビングフェア
～暮らしと道具市～開催
2017年2月、神戸ポートターミナルホールにて住建事業部と機
工事業部合同の「神戸リビングフェア」が開催されました。主催
店8社、メーカー38社が出店し、機械工具・住宅設備・生活関連の
商品販売が行われ、住建事業部では快適な省エネ住宅づくりを
推奨するZEH（ゼロ・エネルギー・ハウス）セミナーも行いました。

GOOD DESIGN AWARD 2016受賞
当社が手掛けるアウトドア・レジャーオリジナルブランド

『Campers Collection（キャンパーズコレクション）』の
『タフライトテーブルTLT-1260』が、「GOOD DESIGN 
AWARD 2016」にて、グッドデザイン賞を受賞いたしまし
た。

消費財関連事業

夢あふれる、快適な住空間を
トータルにサポート。リフォーム、
リノベーション市場にも、
新しい風を吹き込んでいます。

お客様に満足と感動を
与えるグッドパートナーを目指し、
快適で健やかなライフスタイルを
提案しています。

快適な住まいづくりに貢献するため、環境、省エネ、クリーンエネルギー、
健康、バリアフリーなど、人にも地球にもやさしい商品やシステムを提案し
ています。
年々多様化する住宅ニーズや時代のトレンドに応えるため、システムキッ
チン、システムバス、空調機器、オール電化機器、管工機材、ハウス・エクス
テリア、建築資材などを広く取り揃えています。

消費者のライフスタイルの個性化・多様化に対応するため、趣味・レジャー・
スポーツ、インテリア、アウトドア関連などの幅広い商品を、安全、安心を
基準に幅広くラインナップ。マーケットリーダーとして、ホームセンター・通
販・GMS・家電量販店などの流通チャネルを構築するとともに、安定供給
のための独自の情報・物流ネットワークの構築にも力を注いでいます。

住建事業部 家庭機器事業部
Building  Materials Home Products

厨房機器、調理機器、浴室機器、洗面機器、給湯機器、衛生機器、空調・換気関連機器、太陽光発電、蓄電池、床暖房、管工機材、内装建材、
外装建材、介護機器、サッシ、エクステリア、建設資材、建設機械、構造躯体、オフィス機器、ホーム機器、BCP関連機器等の販売

家電、インテリア、レジャー・スポーツ用品、ペット用品、作業工具、エクステリア、園芸用品、住宅設備機器、事務機器、
介護用品等の企画、開発及び販売

58,171 79,151

TOPICS TOPICS

3.1 5.3
売上高 売上高

百万円 百万円%UP %UP

前期比 前期比

事業内容 事業内容

事業紹介Business Overview

第70期
2016.3

第71期
2017.3

売上高の推移（百万円）

56,419 58,171 75,169

第70期
2016.3

79,151

第71期
2017.3

売上高の推移（百万円）

売上高構成比売上高構成比
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7 10 111 212 354 86 9

2016.4.1   2017.3.31
山 善 、こ の 一 年 。

2016.5
ロジス東京を移転

物流業務の更なる効率化を目的に、当社グループの生産
財の物流拠点であるロジス東京を東京都大田区へ移転
しました。

2016.12
『レジリエンス認証』を取得

当社グループでは、主要拠点でBCP（事業継続計画）を
導入し、非常時における事業継続体制の強化に努めてま
いりましたが、これらの取り組みが認められ、『レジリエ
ンス認証』を取得しました。（関連23ページ）

2016.5
創立70年記念式典を開催

『創立70年記念式典・謝恩パーティー』を開催しました。
大阪・東京両会場あわせて1,274名のお取引先の方に
ご出席いただきました。

2017.1
『ジェネリック家電製品大賞』
2部門で部門大賞受賞

オリジナル家電「空気をキ
レイにするホットカーペッ
ト」が最難関の生活家電部
門にて、オリジナルAV機器

「Qriom（キュリオム）」ブラ
ンドから「野外ラジオ」がアウトドア＆防災家電部門にてそ
れぞれ部門大賞を受賞しました。

2016.7
全国最大規模の大阪どてらい市開催

全国最大規模の大阪どてらい市がインテックス大阪で開催
されました。目標の受注額150億円を超える157億2,304
万円を達成、関西各地から29,776名が来場されました。

2017.1
「楽天ショップ・オブ・ザ・イヤー2016」で
『10年連続賞』など3賞受賞
当社が運営するインターネット通販「くらしのeショップ
楽天店」が、「楽天ショップ・オブ・ザ・イヤー2016」にて、

『百貨店・総合通販・ギフトジャンル大賞ダブルイヤー』、
『スーパーDEAL大賞』、『10年連続賞』を受賞しました。

2016.9
ミャンマーにヤンゴン事務所を開設

当社グループ会社であるタイ現地法人Yamazen （Thailand） 
Co., Ltd.が、ミャンマー最大の都市であるヤンゴンに新
事務所を開設しました。

2017.3
「ジャパン・レジリエンス・アワード2017」で
最優秀レジリエンス賞受賞

「ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）2017※」
にて、最優秀レジリエンス賞（リスクコミュニケーション
情報部門）を受賞しました。

※  全国で展開されている次世代に向けたレジリエンス社会
構築への取り組みを、一般社団法人レジリエンスジャパン
推進協議会が発掘、評価、表彰する制度。

2016 2017

空気をキレイにするホットカーペット 野外ラジオ
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科　目 前期末
（2016年3月31日現在）

当期末
（2017年3月31日現在）

資産の部
流動資産 182,490 190,386

現金及び預金 40,833 45,866
受取手形及び売掛金 96,381 98,730
電子記録債権 4,979 7,942
有価証券 12,500 10,550
商品及び製品 21,701 22,864
繰延税金資産 1,354 1,151
その他 5,320 3,849
貸倒引当金 △579 △569

固定資産 25,913 29,212
有形固定資産 11,722 11,040
建物及び構築物 2,739 2,394
機械装置及び運搬具 114 87
工具、器具及び備品 445 457
土地 3,308 3,284
リース資産 5,113 4,813
その他 0 2

無形固定資産 2,285 2,463
投資その他の資産 11,905 15,708
投資有価証券 10,293 14,143
破産更生債権等 110 105
退職給付に係る資産 26 37
繰延税金資産 131 183
その他 1,537 1,426
貸倒引当金 △194 △188

資産合計 208,404 219,598

科　目
前期

2015年4月 1 日から（2016年3月31日まで）
当期

2016年4月 1 日から（2017年3月31日まで）
売上高 447,774 447,698
売上原価 390,231 389,792

売上総利益 57,542 57,906
販売費及び一般管理費 44,284 44,793

営業利益 13,258 13,113
営業外収益 1,955 1,870

受取利息 1,520 1,487
受取配当金 224 209
その他 211 173

営業外費用 1,710 2,052
支払利息 1,626 1,983
その他 83 68
経常利益 13,503 12,931

特別利益 167 116
固定資産売却益 148 72
投資有価証券売却益 18 43

特別損失 11 41
固定資産除却損 9 9
固定資産売却損 0 0
減損損失 － 24
ゴルフ会員権売却損 0 6
その他 1 1

税金等調整前当期純利益 13,659 13,005
法人税、住民税及び事業税 3,497 4,023
法人税等調整額 885 430
当期純利益 9,277 8,552
非支配株主に帰属する当期純利益 84 33
親会社株主に帰属する当期純利益 9,192 8,518

科　目 前期末
（2016年3月31日現在）

当期末
（2017年3月31日現在）

負債の部
流動負債 130,234 134,755

支払手形及び買掛金 115,820 101,556
電子記録債務 － 19,472
リース債務 229 263
未払法人税等 1,227 2,430
繰延税金負債 20 8
賞与引当金 2,623 2,593
商品自主回収関連費用引当金 38 28
その他 10,274 8,402

固定負債 10,650 9,130
リース債務 5,554 5,408
繰延税金負債 899 2,420
退職給付に係る負債 3,055 349
その他 1,141 951

負債合計 140,885 143,885

純資産の部
株主資本 65,087 70,645

資本金 7,909 7,909
資本剰余金 6,088 6,088
利益剰余金 51,107 56,664
自己株式 △17 △17

その他の包括利益累計額 2,186 4,789
その他有価証券評価差額金 3,497 5,617
繰延ヘッジ損益 △351 89
為替換算調整勘定 1,303 1,090
退職給付に係る調整累計額 △2,263 △2,007

非支配株主持分 243 277
純資産合計 67,518 75,712
負債純資産合計 208,404 219,598

科　目
前期

2015年4月 1 日から（2016年3月31日まで）
当期

2016年4月 1 日から（2017年3月31日まで）
営業活動による
キャッシュ・フロー 10,465 8,248

投資活動による
キャッシュ・フロー 1,534 △213

財務活動による
キャッシュ・フロー △4,149 △5,324

現金及び現金同等物に係る
換算差額 △1,323 △248

現金及び現金同等物の
増減額 6,526 2,461

現金及び現金同等物の
期首残高 46,799 53,325

非連結子会社との合併に伴う
現金及び現金同等物の増加額 － 571

現金及び現金同等物の
期末残高 53,325 56,359

（注）キャッシュ・フローは、法人税等控除前の営業キャッシュ・フローを使用しております。

●連結貸借対照表 ●連結損益計算書 ●連結キャッシュ・フロー計算書

配当方針について

　当社は、安定した財務基盤の確立と収益力の向上を図り、株主

の皆様への安定的な配当を基本とした上で、利益水準を考慮し

利益還元を行うことを基本方針としており、新3ヵ年中期経営

計画では連結配当性向30%を目処に配当を実施し、更なる配当

水準の向上に努めてまいります。

　内部留保金につきましては、株主資本の一層の充実を図りつ

つ、持続的な事業発展に繋がる有効な投資に充当し、中長期的な

成長による企業価値向上を通じて、株主の皆様のご期待に応え

てまいります。

（単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円） （単位:百万円）
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フリーCF（営業CF+投資CF） 財務CF
現金同等物の期末残高

キャッシュ・フロー

（%）
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総資産営業利益率（ROA）／
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連結財務ハイライトConsolidated Financial Highlights
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取 締 役 会 長 中 田 　 　 繞
代 表 取 締 役 社 長 
社 長 執 行 役 員 長 尾 　 雄 次 最高経営責任者（CEO） 

最高執行責任者（COO）
代 表 取 締 役 
副 社 長 執 行 役 員 掛 川 　 隆 司 最高財務責任者（CFO）

取 締 役 
専 務 執 行 役 員 麻 生 　 太 一 家庭機器事業部長

取 締 役 
専 務 執 行 役 員 野 海 　 敏 安 生産財統括 

機工事業部長
取 締 役 
上 級 執 行 役 員 江 端 　 和 夫 住建事業部長

取 締 役 
上 級 執 行 役 員 松 井 　 　 平 東日本営業本部長

取 締 役 
上 級 執 行 役 員 上 野 　 孝 史 管理本部長

取 締 役 
上 級 執 行 役 員 佐 々 木 公 久 大阪営業本部長

取 締 役 
上 級 執 行 役 員 合 志 　 健 治

最高情報責任者（CIO） 
経営企画本部長 
生産財戦略統括部長

取 締 役 
常 勤 監 査 等 委 員 松 村 　 嘉 員
社 外 取 締 役 
監 査 等 委 員 加 藤 　 幸 江
社 外 取 締 役 
監 査 等 委 員 津 田 　 佳 典

株式会社　山　善
1947年（昭和22年）5月30日
7,909百万円

〒550-8660　大阪市西区立売堀2-3-16
〒108-8217　東京都港区港南2-16-2

太陽生命品川ビル
みずほ銀行・りそな銀行・三井住友銀行
三菱東京UFJ銀行・みずほ信託銀行
2,724名（連結）
国土交通大臣許可（特・般-26）第23080号

200,000,000株
93,840,310株

5,034名

4月1日～翌年3月31日

3月31日
（中間配当を行う場合は9月30日）

6月下旬

100株

東京証券取引所　市場第一部

電子公告とし、当社ホームページ
に掲載いたします。

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

ただし、やむを得ない事由により、電子
公告による公告ができない場合は、日
本経済新聞に掲載いたします。

商 号
設 立
資 本 金
本 社 所 在 地

大 阪 本 社
東 京 本 社

主 要 取 引 銀 行

従 業 員 数
建 設 業 許 可

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

（2017年3月31日現在）

（2017年6月28日現在）

（2017年3月31日現在）

事 業 年 度

剰余金の配当基準日

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数

上場証券取引所

公 告 方 法

株主名簿管理人

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

山善取引先持株会 8,620 9.19

東京山善取引先持株会 5,824 6.20

DMG森精機株式会社 3,542 3.77
日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 3,434 3.66

株式会社みずほ銀行 3,272 3.48

株式会社りそな銀行 3,067 3.26

山善社員投資会 2,738 2.91

名古屋山善取引先持株会 2,357 2.51
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 1,936 2.06

広島山善取引先持株会 1,414 1.50

（注）1.持株比率は、自己株式（44,546株）を控除して計算しております。
2.記載株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

●所有者別株式分布状況

●大株主の状況 ●取締役

会社概要

株主メモ

株式の状況

証券会社
個人・その他
金融機関
その他の国内法人
外国法人等

93,840千株

     780千株 （  0.83%）

33,211千株（35.41%）

25,596千株（27.27%）

21,484千株（22.89%）

12,769千株（13.60%）

株式の状況／会社概要Stock Information / Corporate Profile

山善の

CSR
よき企業市民として社会に貢献し、
信頼される企業価値の向上を
目指しています。
当社はCSR活動の具体的な推進策を、「内部統制」、 「社会貢献」 、

「人財育成」 、「環境」の4つのカテゴリーに分類し、
それぞれの分野において、一つ一つ着実に実行してまいります。

●コーポレート・ガバナンス体制
●リスクマネジメント
●製造物責任（PL）

●山本猛夫記念奨学基金
●「ものづくり図鑑」の発刊・寄贈

●熊本地震の支援活動
●地域貢献
●スポーツスポンサード

●環境負荷低減活動
●グリーンボール・プロジェクト

内部統制

人財育成

社会貢献

環　境
※  未払配当金のご請求につきましては、最寄りのみずほ信託銀行またはみずほ

銀行の本店および各支店にてもお取扱いいたします。
※  お支払開始日から満3年を経過した配当金につきましては、お受取りができ

なくなりますので、ご注意ください。

株式のお手続きに関するお問合せ先

口座の種類

お手続きの内容

証券会社等に
口座をお持ちの株主様

証券会社等に
口座がない株主様

（特別口座）

各種お手続き
（住所変更、配当金
受取方法の変更等） お取引のある証券

会社等に直接お問
合せください

みずほ信託銀行
証券代行部
〒168-8507
東京都杉並区和泉
二丁目8番4号

単元未満株式の
買取・買増請求

未払配当金の請求※

支払明細等の発行

0120-288-324
（土・日・祝日を除く　9:00～17:00）

21 22



● コーポレート・ガバナンス体制 ● 熊本地震の支援活動 ● 地域貢献～ボランティア団体を招き企業説明会を開催

● リスクマネジメント ● 製造物責任（PL）

2016年6月24日から、監査等委員である取締役3名（内2名は社外取締役）からなる監査等委員会が、取締役の業務執行を監
査・監督する体制に移行しました。取締役会の監督機能を強化し、かつ監督と執行の分離を進めつつ経営の機動性を高めること
で、コーポレート・ガバナンス体制を一層充実させてまいります。

2016年4月に発生した熊本地震の復興支援のため、当社
は熊本県に3,000万円の義援金を寄付するとともに、ス
ポーツ用品大手の株式会社アシックス様と救援物資の輸送
で連携。被災地の負担を軽減するため、当社が手配したト
ラックに両社の支援物資を混載し輸送しました。

当社のことを地域の方にも知っていただこうと、大阪本社が
ある大阪市西区のボランティア団体関係者を招待し、企業
説明会を開催。当社の歴史や事業概要などについて説明さ
せていただきました。

当社グループではリスクマネジメント
の一環として、2015年10月以降、
主要拠点でBCP（事業継続計画）を
導入しています。導入後も引き続き、
定期的な見直しや教育・訓練を実施
し、事業継続体制の強化に努めてい
ましたが、これらの取り組みが認めら
れ、『レジリエンス認証※』を取得しました。

※  内閣官房国土強靭化推進室が制定した「国土強靭化貢献団体の認証に関するガイ
ドライン」に基づき、「一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会」が、国土強
靭化の趣旨に賛同し、事業継続に関する取り組みを積極的に行っている企業や自
治体等を「国土強靭化貢献団体」として認証する制度。

お客様が、当社のオリジナルブランド商品を安心してお使い
いただけるよう、品質管理を徹底しています。自ら工程管理
を厳しくしていくことはもちろんのこと、お客様のご要望に
真摯に耳を傾け、日々改善を行っています。また、コールセン
ターの機能充実や社員の知識向上など、安全対策フローを
策定し実践しており、早期の問題解決に努めています。

報告

連携

代表取締役社長

選定・解職・監督重要案件の付議・報告

監査等委員会 取締役会

連携

監査・監督

指
示
・
報
告

内
部
監
査

コンプライアンス委員会
経営会議

執行取締役会

執行役員会

内部統制委員会

各事業部門
スタッフ部門
国内外関係会社

CSR推進活動に
関する各種委員会
・環境委員会
・情報開示委員会
・投融資委員会
・輸出管理委員会
・危機管理委員会   等

連携

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

会計監査人

選任・解任 選任・解任 選任・解任

内部監査部

CSR経営の推進CSR Report

内部統制 社会貢献

熊本県知事からいただいた感謝状

●「三遠ネオフェニックス」を応援しています。 ● 障がい者スポーツ「デフバスケ」の国際大会に協賛
プロバスケットボールチーム「三遠ネオフェニックス（以下
「フェニックス」）」は、高い目標に向かって挑戦しながら、ス
ポーツの普及・振興活動を通じた地域貢献活動も活発です。
当社はフェニックスの姿勢に共感し、2008年10月から公式
スポンサーとして応援しています。

聴覚障がい者（Deaf:デフ）によるバスケットボール「デフバ
スケ」の国際大会である「第3回アジア太平洋デフバスケッ
トボールクラブ選手権大会」にメインスポンサーとして協賛
しました。当社社員が参加チームのキャプテンとして出場し
た縁もあり、当大会に協賛しましたが、今後もデフバスケの
知名度向上に協力してまいります。

フェニックスの
ユニフォーム 当社提供によるホームゲームの様子
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『環境の山善』を目指しています

グリーンボール・プロジェクト

● オフィス内環境負荷低減活動

当社は、国内外で幅広い分野の商品や
サービスの流通にたずさわる企業として、
地球環境問題を経営における
最重要課題の一つと位置付けています。

「ビジネスを通して環境に貢献する」― 当社は生産財と消
費財の専門商社として「環境優良商品の普及」を環境方針
の一つに掲げています。
当社は省エネ機器の販売・普及に取り組む環境関連ビジネス

『グリーンボール・プロジェクト』を推進しています。

当社は環境への負荷を最小限に抑える活
動に全社一丸となって取り組んでいます。

784社の
企業が参加

41,840トン
CO2削減効果量/年

小さなエコを、大きなエコへ。
たくさん集まることでできること

小さな工場や一般家庭も、省エネ機器を使用することでCO2削減に貢献していま
すが、削減量が少ないためその貢献は見過ごされています。グリーンボール・プロ
ジェクトは省エネ機器の販売・普及に努めると共に、そんな個々の貢献を集めて
CO2削減効果量を数値化し、国や企業のCO2削減に貢献していくプロジェクトです。

784社の企業が参加。
CO2削減効果量は年間41,840トン
当社は2008年度からグリーンボール・プロ
ジェクトをスタートさせました。2016年度は
784社の企業が参加し、年間CO2削減効果
量は41,840トンとなりました。

環  境

CSR経営の推進CSR Report

●詳しくは、グリーンボール・プロジェクトホームページで

http://www.greenball.jp/
グリーンボールプロジェクト 検索検索

省エネ機器の使用によるCO2削減効果量

集めて 大きなエコへ小さなエコ

グリーンボール・プロジェクトって?

どれくらい地球に貢献しているの?

● 山本猛夫記念奨学基金 ●「ものづくり図鑑」の発刊・寄贈
「勉強したくても十分に出来なかった悔しさをバネに経営に
打ち込んできた。一人でも多くの人に勉学に励んで欲しい」
という創業者・山本猛夫の意思を継承し、当基金は1992年
に設立されました。当基金から奨学金を受けた学生はアジア
からの留学生を含めこれまでに94名を数え、各方面で活躍
されています。

当社は2006年より、「技能五輪・アビリンピック」に協賛し、
2009年からは大会競技解説図書として「ものづくり図鑑」
を発刊・寄贈しています。ものづくりの未来を担う若年層に、
ものづくりの素晴らしさを知っていただくことで、将来の進
路選択のきっかけに、また、業界の人財確保に繋がればと考
えています。

人財育成

第1回奨学生の授与式の様子（1993年7月） 「ものづくり図鑑」寄贈の様子。山形県知事
（左）と。

グリーンボール・プロジェクト
2015年度のポスター

「ものづくり図鑑」

※2007年度比
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コピー用紙使用量の削減

%UP19.2

リサイクルの推進

ポイント改善2.0
CO2の削減

%DOWN33.3

電気使用量の削減

%DOWN39.7

廃棄物の削減

%DOWN12.0



国内全事業所認証取得




